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要旨：若材齢期において力学的損傷を受けたコンクリートの再養生過程における力学特性および物質移動抵

抗性の変化を，割裂引張試験および電気伝導率の測定により明らかにした。さらに，2 次のステレオロジー関

数により定量化した未水和セメント粒子の空間配置の観点から，コンクリートの自己修復性を論じた。損傷

の導入後,再び水中養生を行うことによりコンクリートの物質移動抵抗性は回復するが，力学特性の回復は顕

著ではない。また，コンクリート中の残存未水和セメント粒子からひび割れまでの距離が 15μm 程度以下で

あれば,部分的な治癒により連続している物質移動経路の遮断が出来るようである。 

キーワード：自己修復性，電気伝導率，引張強度，静弾性係数，物質移動抵抗性，連続経路 

 

1. 序論 

 コンクリート構造物は，温度変化や乾燥収縮などの要

因，あるいは塩害や中性化などの劣化現象によりひび割

れを発生する。ひび割れの発生にともない，コンクリー

トの劣化は急速に進展しうるため，耐久性の観点から,

早急に対策を講じる必要がある。一方，コンクリートの

ひび割れが自然に治癒する現象も確認されており，これ

は自己修復と呼ばれる。自己修復現象にはいくつかの機

構があるが，その 1 つとして，残存していた未反応のセ

メントや混和材が再反応することにより生じる自然治癒

が古くから知られている。今日,一般的に用いられる低水

セメント比の高強度コンクリートは，本質的に内部に多

量の未反応結合材を含んでいるため，これの再反応を効

果的に行わせることができれば，コンクリートのひび割

れは自然に治癒させることができる。これらの点に着目

し，現在，自己治癒コンクリートの開発が国内外で積極

的に進められている 1)。たとえば，Schlangen ら 2)は損傷

を受けたコンクリートに対して一定期間の再養生を行い，

早期材齢に損傷を受け，かつ水中養生を行った場合に曲

げ強度の回復が著しいことを指摘しており，さらに彼ら

は，損傷により発生する新たな水分供給路（ひび割れ）

が残存未水和セメントの水和反応を促進しているとも述

べている。また，Jacobsen ら 3,4)は, 凍結融解サイクルに

より損傷を受けたコンクリートにおいて再養生を実施し，

超音波パルス伝播速度と相対動弾性係数はほぼ完全に性

能を取り戻したことを示している。しかし，このとき，

塩化物イオン透過性は若干しか回復しておらず，また，

圧縮強度の回復は認められなかったと述べている。 

 以上のように，コンクリートの自己修復現象は，配合

や環境，劣化要因により様々な挙動を示し，また力学的

挙動と物質移動特性では異なった傾向を示すことも多く，

回復する性能を単純に論ずるのは困難なようである。こ

のため JCI セメント系材料の自己修復性の評価とその利

用法研究専門委員会 1)では，自己修復に関する技術をと

りまとめて論点を整理し，自己修復技術を確立していく

上で基礎となる材料性能評価試験を行うにあたって，（1） 

損傷の導入方法，（2）試験方法（試験条件），（3）確

認方法（評価方法）を考慮する必要性があることを指摘

している。たとえばこれまで用いられてきた損傷の導入

方法としては，凍結融解サイクルや温度変化を用いた手

法も用いられている 5,6)が，一般には曲げ試験や圧縮試験，

あるいは引張試験といった力学試験による導入が用いら

れることが多い 2,7,8)。また，そのようにして導入された

損傷の確認方法としては電子顕微鏡や光学顕微鏡を用い

た観察に基づく定性的な判断や，力学試験に基づく強度

特性の測定などが行われてきた 9)。しかし，損傷の導入

をひび割れという連続性の大きな空隙の導入，もしくは

空隙間の連結経路の導入であることを考えると，空間の

連続性を簡便に評価しうる電気伝導度の測定も有用であ

るように思われる 10)。 

本研究では若材齢期に力学的な損傷を導入したコン

クリートを対象に，その再養生過程での力学特性の回復

を強度や剛性の測定により明らかにする。また，物質移

動の連続経路の存在を評価すべく，電気伝導率の測定を

行い，損傷導入時期による修復性の相違を明らかにする

ことを目的とする。さらに，セメントの再水和反応によ

る修復は，未水和セメント粒子の空間配置とひび割れ位

置の相互関係により影響を受けると考えられることか 

*1 (株)中日本ハイウェイエンジニアリング名古屋   

*2 (株)JFE エンジニアリング 修（工）  

*3 金沢大学 理工学域環境デザイン学類教授 博（工）  

*4 金沢大学大学院 自然科学研究科社会基盤工学専攻  

(正会員) 

(正会員) 

(正会員) 

(正会員) 

コンクリート工学年次論文集，Vol.32，No.1，2010

-1595-



 

ら，残存未水

自己修復性を

 

2. 実験概要
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を画像上の複数の箇所で総点数 10000 点となるまで繰り

返した。放射線の長さを 0 から最大 350 画素まで変化さ

せ，それぞれの距離に対応する 2 点相関関数を求めた。 

2.5 接触分布関数の計算 13) 

(1) 定義 

接触分布関数 H(r)とは，視野内に任意に点が分布して

いるような点過程X ൌ ሼݔ୧: i ൌ 1, ڮ , nሽが与えられたとき
14)，画像内の任意の点u ב Xから最も近い点過程の点

୧ݔ א Xまでの距離に関する確率関数であり，その定義は

式(4)に示すとおりである。 
   H෡ሺrሻ ൌ P൛N൫bሺu, rሻ൯ ൐ 0ൟ  (4) 
ここに, b(u,r)は点 u と中心とする半径 r の円，N(B)は

領域 B の観察視野中にある点の数を表わす。 
(2) 計算方法 

本研究においては，未水和セメント粒子表面を点過程

の点の集合とみなし，未水和セメント相を相 C として，

ランダムに点u ב Cを落とした。その点から距離 r 離れた

領域内に未水和セメント粒子表面が存在するか否かを判

定した(図－1(b))。また，その確率を累積し，接触分布

関数を求めた。  

2.6 損傷の導入方法および再養生 

材齢 3 日および材齢 7 日にて，円柱供試体から直径

100mm，高さ 50mm 程度の円盤型試料を切り出し， JIS A 

1113 に準拠して割裂引張試験を行い，引張強度を得た。

得られた引張強度の 50%の応力レベルまで載荷して，コ

ンクリート供試体に力学的な損傷を導入した。また，割

裂引張試験および損傷導入の際に，載荷速度は全ての供

試体に対し 0.5mm/min とした。 

損傷の導入後，再び 20℃の水中養生を行った。このと

きの再養生期間は 1，7，14，28，49 および 91 日間とし

た。なお，比較用として損傷を導入せず，水中養生を継

続した供試体も作製した。 

2.7 引張強度, 静弾性係数の測定 

2.6 にて作製したコンクリート供試体に対し，再養生

後，ひずみゲージを張り付け再び割裂引張試験を行い，

引張強度および静弾性係数を求めた。このときの載荷は，

損傷導入時と同じ方向に対して行った。なお，損傷を導

入していない供試体についても，載荷した供試体と同材

齢において，同様の測定を実施した。 このとき，損傷の

導入のばらつきによる試験結果の変動を考慮して，5 試

料の測定を行い，最大値，最小値を除いた 3 試料の平均

値をとって，これを再養生後の引張強度および静弾性係

数とした。 

2.8 蛍光顕微鏡観察 

2.6の損傷導入直後および再養生後 28 日において，供

試体の中央部から 40mm×40mm×10mm 程度の試料を切

り出し，これをエタノールに 24 時間浸漬して，水分とエ

タノールとの置換を行った。真空樹脂含侵を行い蛍光染

料含有エポキシ樹脂を含侵させた。樹脂の硬化後，試料

表面を耐水研磨紙を用いて研磨し，蛍光顕微鏡観察試料

を得た。落射型蛍光顕微鏡を用い，観察倍率 20 倍にて試

料表面の観察を行うことで蛍光顕微鏡像を取得した。な

お，比較用として，損傷導入材齢時に載荷を行っていな

い試料の観察も行った。 

2.9 電気伝導率の測定 15) 

JSCE-G571 および ASTM C 1202 に準拠し，直流電源を

用いた電気泳動法による電気伝導率の測定を行った。所

定材齢前日，2.6 にて作製した円盤型供試体の円周面上

にエポキシ樹脂を塗布し，硬化後，3 時間の真空飽水処

理を施した。さらに 21 時間水中にて飽水処理を行い，直

流電流により 30V の電圧を負荷した。このとき，通電開

始 15 分後の電流値を測定することで, 式(5)より電気伝

導率 σを算出した。ただし，材齢 1 日の試料に関しては，

脱型後ただちにエポキシ樹脂の塗布を行い，毛細管空隙

の完全飽和状態を仮定して，飽水処理を施さずに電気伝

導率の測定を実施した。電気伝導率測定においても，2.7

と同様に,3 試料の平均値を再養生後の電気伝導率とした。 

   σ ൌ I・L
V・A

    (5) 

ここに，I は電流値(amps)，L は試料長さ(cm)，V は電

圧値(Volt)，A は試料の投影面積(cm2)を表わす。 
 
3．結果および考察 

3.1 セメントペーストの水和度の経時変化 

図-2は，反射電子像の画像解析により取得したセメン

トペーストの水和度の経時変化を示したものである。材

齢の進行にともない，水和度は増加する。損傷導入時の

水和度は，材齢 3 日においては 65%程度，材齢 7 日にお

いては 70%程度である。材齢 91 日においては水和度は

およそ 90%まで達する。したがって，水セメント比が 0.50

と普通コンクリートレベルであっても損傷導入後の更な

る水和反応の進行により，自己修復現象によるひび割れ

の充填が起こりうるものと考えられる。 

3.2 コンクリート供試体への力学的損傷の導入の確認 

図－3は，損傷の有無による再養生後の応力-ひずみ曲 

 

 
図－2 セメントペーストの水和度の経時変化 
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図-3 損傷の有無による応力-ひずみ曲線の相違 

（(a)：材齢3日にて導入，(b)：材齢7日にて導入） 

 

線の相違を示したものである。いずれの材齢にて損傷を

導入したコンクリートにおいても載荷を行っていないコ 

ンクリートに比べて，応力-ひずみ曲線の傾きが小さい。

すなわち，静弾性係数が減少していることが明らかであ 

る。これより本研究で用いた，応力/強度比 50%レベルま

での載荷でコンクリート供試体にはある程度の損傷を生

じていたことが明らかである。 

 図－4 は，損傷導入直後および所定期間の再養生を行

った後の蛍光顕微鏡像を示したものである。損傷の導入

を行わずに水中養生を継続したコンクリートは（図－

4(a)および(b)），ペーストマトリックス中に蛍光領域が

存在するが，明確なひび割れの存在は確認されなかった。

一方，損傷を導入した直後においては（図－4（c）およ

び（d）），損傷を導入した材齢にかかわらず，モルタル

部分あるいは骨材界面領域からひび割れの発生が確認さ

れた。しかし，28 日間の再養生を行うと（図－4（e）お

よび（f）），載荷直後と同様に，空隙周辺と界面領域付

近にひび割れの存在が確認されるが，その量および長さ

は載荷直後に比べて減少している様子が観察された。 

3.3 若材齢期に力学的損傷を受けたコンクリートの自己

修復現象による性能の回復 

 図－5 は，損傷導入時期の異なるコンクリートの引張

強度の経時変化を，無載荷のコンクリートと比較したも

のである。いずれの材齢においても，損傷を導入したコ

ンクリートの引張強度は無載荷のコンクリートに比べて

小さく，特に材齢 7 日にて導入された供試体の強度低下

が大きい。一方，再養生期間が長くなるにつれて，引張

強度は増加していき，材齢 3 日において損傷を導入した

コンクリートは，再養生期間 28 日において，無載荷のコ

ンクリートと同程度にまで引張強度は回復している。し

かし，材齢 7 日にて損傷を導入したコンクリートは，49

日間の再養生を行ったとしても，無載荷の供試体に比べ

て引張強度は小さいままである。これは，材齢 7 日にて

未水和セメントが少ないこと，およびセメントマトリッ

クスの緻密さが相違することに関係すると考えられる。 

図－6は，損傷導入時期の異なるコンクリートの静弾 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－5 引張強度の経時変化 

 

 
図－6 静弾性係数の経時変化 

 

性係数の経時変化を，無載荷のコンクリートと比較して 

示したものである。図－3にて示したように，損傷導入 

時における静弾性係数は，いずれの材齢においても，無 

載荷のものに比べて明らかに小さい。無載荷のコンクリ

ートでは材齢の進行にともない静弾性係数は増加し，材

齢 28 日以後はほぼ一定の値を示すが，損傷を導入された

コンクリートの静弾性係数の増大はわずかであり，長期

間の再水中養生を行っても,剛性の回復は得られない。図

－5 の結果と合わせて考えると，自己治癒における引張

強度と剛性の回復メカニズムには相違があることを示唆

している。 
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図－7 電気伝導率の経時変化 

 

図－7は，損傷導入時期の相違したコンクリートにお 

ける電気伝導率の経時変化を，無載荷のコンクリートと

比較したものである。応力/強度比 50%で損傷を導入され

た供試体は再養生 1 日材齢において，損傷を導入してい

ない同材齢の供試体の約 1.3 倍の電気伝導率を示してい

る。このことからも，供試体には損傷が導入されていた

ことが確認され，また物質移動抵抗は大きく低下してい

たと考えられる。しかし，その後は，電気伝導率は材齢

の進行にともない単調に低下していき，28 日間の再養生

を行うことで，損傷を加えていない供試体とほぼ同程度

まで回復している様子が認められる。この再養生期間の

初期（3 日～20 日）に相当する材齢では，損傷を導入し

ていない供試体の電気伝導率の低下割合は急激に低下し，

既に空隙の物質移動経路としての連続性は大きく失われ

た状態にあると考えられる 16)。したがって，無載荷の供

試体では水和反応の進行は主に空隙率の低下に寄与し，

これが電気伝導率の減少をもたらしていると考えられる。

これに対して，伝導面は両者とも損傷の集中しうる載荷

軸近傍を含む全断面であり，損傷域以外での水和反応の

進行は同程度と考えられるが，電気伝導率は大きな割合

で低下していく。 

3.4 微視的な観点から見たコンクリートの自己修復現象

と物質移動抵抗性の回復 

 図－8 は損傷を導入した材齢のセメントペーストにお

ける, 残存未水和セメント粒子を対象とした 2 点相関関

数を示したものである。なお, 骨材の混入により, セメ

ント粒子の配置が異なりうるが, セメント粒子配置のラ

ンダム性は維持されると考え, 本研究においてはこれを

考慮していない。水和反応の進行により, 材齢 7 日の関

数値の方が初期値（残存未水和セメント粒子の体積率）

は小さくなる。一方, 粒子分散の空間構造を特徴づける 

関数の収束距離は, 材齢 3 日における収束距離は 25μm

程度であるのに対し, 材齢 7 日においては 40μm 程度と

大きくなっている。 

図－9 は，損傷を導入した材齢のセメントペーストに

おける，残存未水和セメント粒子を対象とした接触分布

関数を示したものである。接触分布関数は，観察視野内

の未水和セメント粒子ではない任意の点から，距離 r 離

れた位置に残存未水和セメント粒子が存在する累積確率 

 

図－8  損傷導入材齢における残存未水和セメ 

ント粒子の2点相関関数の相違 

 

 
図－9 損傷導入材齢における残存未水和セメ 

ント粒子の接触分布関数の相違 

 

として求めたものである。材齢の進行している 7 日の方

が近距離における関数値が低くなっているが，材齢 3 日

においては，任意の点から少なくともおよそ 10μm 以内，

材齢 7 日に導入した場合でもおよそ 13μm 以内とかなり

近接した位置に残存未水和セメント粒子表面は存在する

ことになる。本質的に累積確率分布である接触分布関数

の勾配から，粒子の存在確率が最も高いのは材齢 3 日で

は 3μm 程度, 材齢 7 日では 5μm 程度であり，たとえ残存

未水和セメント粒子量が異なり, それらの平均距離が離

れたとしても（図－8）, 任意の位置から最近傍のセメン

ト粒子までの距離に大きな差はない。すなわち, 活発な

水和反応の進行過程と考えられる材齢 3 日と材齢 7 日に

おける残存未水和セメント粒子の空間構造の差はあまり

大きくはない。 

前述のように, コンクリートの力学的特性については

自己修復による性能回復は認められなかった（図－5 お

よび図－6）。本研究においては, 割裂引張試験によりコ

ンクリート供試体に損傷を導入しており, 載荷軸近傍の

領域に微細なひび割れが分布していると考えられる。図

－9 の接触分布関数より，そのような任意の位置のひび

割れから最大でも距離 15μm 程度離れるまでの範囲内に

確実に未水和セメント粒子が存在すると考えられるが，

これを完全には修復できなかったことになる。一方，図

－7 より明らかなように，物質移動抵抗性はほぼ完全に

回復している。このことは, 前述のように，自己修復現

象による性能回復は力学的特性と物質移動抵抗性を対象

とする場合では回復の機構が異なることを示唆している

と考えられる。すなわち，力学的特性の場合は損傷部全
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域での治癒を必要としうるのに対して，物質移動抵抗性

の場合は，連続的な経路を再反応生成物で部分的に遮断

できれば回復しうることを示している 10)。換言すれば，

反応生成物の液相析出に加えて, 固体相上に造膜的に析

出していくことで, そのような連続経路が残存未水和セ

メント粒子からの反応生成物の充填を受けやすい領域内

にあれば，その一部の充填で物質移動抵抗性が改善され

ることを示唆し, 本研究における両コンクリートともセ

メント配置は，そのような距離間隔であったものと考え

られる 17)。 

 

4．結論 

(1) 若材齢において，応力/強度比 50%まで載荷された

供試体の静弾性係数は小さくなり，薄板を用いた本

試験による損傷の導入が確認された。 

(2) 損傷を受けたコンクリートを再養生すると，モルタ

ル部分および界面付近におけるひび割れが減少す

ることが蛍光顕微鏡観察により明らかになった。 

(3) 若材齢期に力学的損傷を導入したコンクリートを

再び水中養生することで，物質移動抵抗性を反映し

た電気伝導率の回復が認められた。一方，引張強度

および静弾性係数の回復は顕著ではない。 

(4) 損傷によりランダムに発生するひび割れが，自己治

癒をもたらす未水和セメント粒子の領域内に存在

する場合，物質移動抵抗性は回復すると考えられ，

本配合のコンクリートでは，その領域の大きさは

15μm 程度と推察される。 
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